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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、社会主義国家である中国における最初の物権法の運用状況について、歴史

的経緯を踏まえながら、比較法の視点から緻密な実態検証が行われた。関連する研究成果

を要約すれば、次の通りになる。まず、社会の激動期にある中国では、民事制度の中核に

関わる単行法が整備されたため、本研究は、民事法制度を鳥瞰的な視点から、物権法およ

び侵権責任法（不法行為法）との共通点を明らかにした。次に、物権法制度の解釈および

運用の特徴について解析を行い、物権法における善意取得制度を中心に、その誕生背景､

条文解釈および紛争処理の実態を巡って複眼的な視点から検討を行い、問題解決の方法の

提示を試みた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This report focuses on the research of the new Chinese real right law using the case 
 analysis on practical application of its law from the comparative law's point of view.  
 This research has two main themes as follows: the first one is to clarify the common 
 features between real right law and tort law. The second one is to verify the acquisiti
on by bone fide third party.  
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１．研究開始当初の背景 
 2007 年に、大論争を経て、中国共産党政

権における最初の物権法が採択された。近

代の法的理念からして、民事法の骨格とも

いえる物権法の誕生は、体制が転換しつつ

ある中国にとって、その意義は極めて大き

い。 
しかしながら、財産の移転を規定する物

権法の創設は社会イデオロギーと密接に関

わっており、社会主義国である中国ではこ

の問題が特に顕著になっている。従って、

中国は市場経済制度を導入しつつも、不動

産取引については、実質的審査により行政

管理を実現しようとしている。こうした背

景を考えると、中国物権法に関する実際の

条文適用、すなわち、具体的な法解釈の状

況を基礎とする実態の解析は、真の中国法

を理解する上で非常に重要であり、今後の

中国法整備の提案に資する。 
加えて、登記を不動産物権変動の効力発

生要件としている中国物権法にとって、登

記手続の整備は非常に重要であるにもかか

わらず、手続に関する規定は現在各地方に

散在しており、全国で統一した不動産登記

法が制定されていない。 
他方、日本では、中国物権法が制定され

た当時、条文の翻訳や解説が行われ、多く

の関心を集めていた。その後、条文の適用

を踏まえた実証研究は全面的に展開されて

いないのが実情である。 
こうした状況を踏まえて、本研究は、社会

主義国家である中国の最初の物権法の運用

実態について検証を行うことをその出発点

としている。 

２．研究の目的 
本研究の目的は、中国における不動産の権

利移転に関する紛争が、新しい物権法のも

とで如何に解決されているかについて、そ

の現状、課題および問題の解決策を鳥瞰す

る視点から、比較法的な研究方法により明

らかにすることにある。 
 
３．研究の方法 
   本研究は、実証的な分析を特徴としてい

ることを念頭に置いているため、現地調査、

学説整理および事案分析を通じて研究を展

開した。 
 
４．研究成果 
本研究は、三年間に渡って当初の計画に

従い、中国の物権法制度の複眼的な研究を

行い、次のような結論に至った。   
第一に、民事法制度を鳥瞰的な視点から

次のような特徴を明らかにした。すなわち、

厳格な物権法定主義を採用した物権法と、

法定債権の一つとされている侵権責任法

（不法行為法）とでは、上からの視点の意

味合いを持つ「法定」という共通項があり、

そして、中国の立法者において両者の法的

効果を厳密に区別して規定する意識が欠如

していることが法的効果を巡る規定の類似

性を生み出した原因である。そして、民事

法の基本規定である物権法や侵権責任法

（不法行為法）の制定は、立法者からして

社会の安定を図る安全弁を設けるという意

味も潜在的にあり、他方、二つの単行法は

庶民にとって自己の権益を守るための道具

としても利用される。こうした分析は物権



法の適用傾向を理解するにあたって有益で

ある。 
第二に、物権法制度の解釈および運用の

特徴について、以下のような結論を至った。

すなわち、中国では、市場経済制度の導入

と共に物権法が制定され、善意取得制度に

ついて単独な規定が設けられている。その

１０６条は、動産および不動産とあわせて

規定しているため、その理解が決して容易

ではない。そこで、本研究は、制度誕生の

背景および社会状況をより明確にするため

に、中国の不動産物権変動理論とその生成

原因などを踏襲しつつ、複眼的な視点から

解析を行い、この条文の重要性の再認識お

よび若干解釈上の理解を纏めた。 
 そして、以上の作業を踏まえながら、条

文適用の実態を解析し、紛争処理時の特徴

と課題を検討したうえで、問題解決の方法

の提示を試みた。 
総じて言えば、本研究の目的は、中国に

おける不動産の権利移転に関する紛争が、

新しい物権法のもとで如何に解決されてい

るかについて、その現状および問題の解決

策を比較法の視点から、明らかにすること

にある。研究期間では、社会主義国家であ

る中国における最初の物権法の運用状況に

ついて、歴史的経緯を踏まえながら、比較

法の視点から条文解釈、事案研究などを通

じて緻密な実態検証が行われたため、研究

の目標が達成されたと言えよう。 
なお、以上の研究成果は、論文および学

会報告により公開した。 
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